
図 1 東京湾内湾部周辺における重要な防災施設 ( 参考文献：表 1 内の No.13, 18)

1. 序　東日本大震災から 10 年が経過し、東京都による
首都直下地震の被害想定から、各区において地域防災計
画の見直しが行われている。芝浦港南地区では、地域内
輸送拠点や防災船着場、備蓄倉庫等が指定されているも
のの、十分な病床数を保有する病院が無いなど、非常時
の対応方法の不明瞭さや備蓄量の不足が懸念されている。
災害時における防災関連施設の機能についても、施設間
の連携が図られなければその有効性を充分に発揮できな
いため、地域の状況を踏まえた包括的な災害対応ネットワーク
の構築が喫緊の課題である。本計画では、芝浦港南地区
における現況の地域防災計画に基づいて、点在する防災
関連施設と連携し、舟運による水上輸送を活用した災害
対応の要所となる防災・舟運拠点を提案する。
2. 東京湾内湾部における防災計画
2-1. 東京都による防災計画の特徴　関東大震災から近
年までの大規模な災害とそれらに対する行政上の施策を
まとめた（表 1)。東日本大震災により、首都直下型地震
に対する危機意識が高まり、東京都は連続的に新被害想
定や防災計画を発表している。2022 年には新たな被害
想定 (No.15) が出され、関東大震災から 100 年を迎え
る 2023 年に防災計画が更に修正された (No.18)。
2-2. 4 区における防災施設の現状　東京湾内湾部周辺
における主要な防災施設と連携の計画を示した ( 図 1)。
災害拠点病院への輸送拠点として防災船着場や広域輸送
基地が指定されている。また、広域輸送基地から物資や
人員を輸送するために、区域内において指定されている
防災施設を結ぶ重要経路が全域に敷かれており、区を超
えた連携が計画されている。
3. 芝浦港南地区における地域防災計画
3-1. 防災計画上の問題点　芝浦港南地区における防災
関連施設を抽出した ( 図 2)。地域によって、備蓄倉庫や
地域集合場所、区民避難場所の数や位置に偏りがあり、災
害拠点病院等は指定されていない。避難については、臨
海部はタワーマンションなどの高層建築物で多くの高層難民が発
生し、昼の災害時には品川駅等の駅周辺部に多くの帰宅
困難者や一時避難民が発生する。輸送経路については対
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象地区は区外の広域輸送拠点註 1) との距離があり、地震発
生時に地域内の特定緊急輸送道路や運河に架かる橋梁が
通行不能となる可能性があるため、物資の運搬に時間を
要する可能性が高い。また、大部分が埋立地であり、液
状化や津波浸水等の被害を受けやすいため、特に物資や
人員が集まる場所である地域内輸送拠点註 2) においても、
浸水や液状化の危険性を含んでいる。
3-2. 防災船着場と水上輸送の現状　芝浦港南地区は、東
京湾に面しており運河が地域全体を網羅しているため、
水上輸送註3)は災害時にも有効である。東京港防災船着場
計画 (No.11) においては、船着場は 8 箇所、ふ頭は 3 箇
所指定されている註4)。災害時の船着場における輸送対象
は、応急対策活動に従事する職員等の人員と食料及び水
などの救援物資とされており、傷病者の輸送に関しては、
使用する船舶の救助能力を鑑み、軽傷者のみとされてい
る。そのため、水上輸送は医療従事者や医薬品を怪我人
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表 1 大規模な災害とそれに対する施策

関東大震災
災害対策基本法
東京湾沿岸海岸保全基本計画

首都直下地震による東京の被害想定
東京港海岸保全施設緊急整備計画
東日本大震災
首都直下地震等による東京の被害想定
東京港海岸保全施設整備計画
首都直下地震対策特別措置法
災害対策基本法等一部改正

防災船着場整備計画
東京港防災船着場整備計画
臨海部防災マニュアル（改訂版）
熊本地震
九州北部豪雨
東京都地域防災計画 震災編・風水害編（修正）
台風第 10号
帰宅困難者対策に関する検討会議 報告書

東京港海岸保全施設整備計画
首都直下地震等対処要領（改訂版）

東京都の新たな被害想定
～首都直下地震等による東京の被害想定～

首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議　
一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン
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①芝浦１丁目 (3,429人 )*2 
備蓄倉庫：計 995 ㎡ (→49,750)
避難所：一時 7,442・長期：4,502
②芝浦２丁目 (4,467人 )
備蓄倉庫：110 ㎡ (→5,500)
③芝浦３丁目 (2,090人 )
備蓄倉庫：146㎡ (→7,300)
④芝浦４丁目 (16,936人 )
備蓄倉庫：計 72 ㎡ (→3,600)
避難所：一時 1,772・長期：1,062
⑤港南１丁目 (360人 )
備蓄倉庫：69 ㎡ (→3,450)
⑥港南2丁目 (360人 )
備蓄倉庫：69 ㎡ (→3,450)
⑦港南３丁目 (6,398人 )
備蓄倉庫：計 240 ㎡ (→12,000)
避難所：一時 203
⑧港南４丁目 (10,842人 )
備蓄倉庫：計 131 ㎡ (→6,550)
避難所：一時 6,072・長期：3,778
⑨港南５丁目 (551人 )

⑩海岸２丁目 (1,306人 )
⑪海岸３丁目 (3,981人 )
備蓄倉庫：54 ㎡ (→2,700)
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図 2 芝浦港南地区における防災関連施設 ( 参考文献：港区地域防災計画 )

図 3 芝浦港南地区各丁ごとの備蓄量
図註 )*1 設置基準　（「豊島区中高層集合住宅建築物の建築に関する条例」改正に伴う防災備蓄倉庫及び災
害対策施設の手引き）入居者 1 名あたりの必要容積　0.03 ㎥ (0.02 ㎡ ) より算出 ( 豊島区のみが発表 )
図註 )*2 2020 年国勢調査による各総合支所管内別の町丁目別面積・昼夜人口等
図註 )*3 港区芝浦港南地区総合支所内の町丁別人口・世帯数参考 (2023 年 1 月 1 日 )

のいる場所への搬送、大量に発生する帰宅困難者を大規
模救助救出活動拠点へ安全に輸送する手段として有効で
ある。しかし、未整備の船着場 (2/8 件 ) がある他、場所
の認知性が低く、また切り下げ護岸による船着場では潮
位変化への対応が難しいなど、問題点が潜在している。
4. プロジェクト
4-1. 全体計画　備蓄倉庫や避難所、消防署の機能に加え
て周辺地域の医療施設、防災関連施設における物資や人
員の移動を速やかに行い、他施設との連携を強化するた
めの防災拠点を提案する。敷地は、特定緊急輸送道路の
経路付近、地域内で比較的運河幅の広い芝浦運河に隣接
する位置で、日常時のみならず災害時の水上輸送を可能
にする舟運拠点としても機能する。また、大量の備蓄倉
庫を備えることで、昼時の災害によって大量に発生する
帰宅困難者の受け入れや、大規模な救助活動を担う従事
者及び必要物資の輸送に対応することを想定し、現在の
備蓄量の不足分を算出した ( 図 3)。
4-2. 建築計画　防災施設として、消防署と船着場、備蓄
倉庫、クリニックの 4 つの機能を計画した ( 図 4)。平常時から
防災教育や防災訓練を行うなど、日常的に防災意識を醸
成するとともに地域社会への関与を積極的に行う場とな
る。保有可能な備蓄物資量としては、芝浦港南地区にい
る昼人口が 3 日間避難できる需要量を満たすために、計
990 ㎡ ( 約 49,450 人分 ) の備蓄物資を保存・管理して
いる註5)。適切な保管や管理を可能にするためにショップを併

東京都港湾局整備部計画課防災計画担当様、貴重な資料の提供をしていただきま
したこと、この場を借りて御礼申し上げます。
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設させる註 6) ことによって、様々な種類の確保を可能にす
る。トラスによって構成された上部のボックスを持ち上げる事
で、1 階部分に大空間を作っている。それにより広場が
でき、災害時に物資の一時保管や避難場所にもなる。ま
た、災害時電気と水の供給が停止することを考慮して、施
設内で自立するシステムを導入した(図6)。太陽光パネル間に挟
んだウインドタービンによるファサード装置と屋根上部に太陽光ﾊﾟﾈﾙ
によって常時発電を可能にする。水に関して、運河から
取水し熱交換器を利用し空調に活用する他、アクアポニックスに
も利用する。避難場所として利用する際、3 階にある食
堂部分は高齢者や妊婦、乳幼児を連れている親が利用し、
4 階にあるギャラリーやライブラリー、ワークスペースは家族用や 1-2 人用の
避難者用ブースを設置する場所として変化する(図7)。災害
時は、動線としての廊下以外は避難者用ブースが設置され、
避難者のプライバシーが確保されるようになっている(図8)。日
常時においては、消防士や市民等が一緒に食事すること
で関わる機会を創出する ( 図 9)。
5. 結　本計画では、芝浦港南地区において防災面に関す
る問題点を明らかにしつつ災害対応ネットワークの構築と防
災・舟運拠点を提案した。将来的に起こりうる大規模災
害に備え、日常的に災害に対する市民の意識を高めるこ
とで、安全で魅力的なウォーターフロント地区を構築する。

港区芝浦港南地区に物資を運ぶ拠点として、大田区にある京浜トラックターミナル
が指定されている。
地域内輸送拠点として、みなとパーク芝浦が指定されている。
水上輸送とは、河川や東京港内の運河等を活用した域内輸送であり、災害拠点病院
や備蓄倉庫など防災上重要な拠点を連絡する。
船着場は災害拠点病院近くに 2 箇所、水上輸送基地として 6 箇所、ふ頭は緊急物資
輸送対応基地として 2 箇所、緊急物資輸送等対応施設として 2 箇所指定されている。
高層難民のために 7 日分の備蓄物資を備蓄することが推奨されているため、多くの
人口がいる昼時の人口数を元に算出を行った。
定期的 (1 ヶ月に 1、2 度 ) に食べて、食べた分を買い足し備蓄していく方法 ( ロー
リングストック法 )。食べながら備えるため、消費期限が短いレトルト食品等も非
常食として扱える。( 参考文献：内閣府防災情報 )
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下部では、パブリックの場を表現するため
に太い材によるトラスによって一体性を表
現し、上部では、プライベートの場を表現
するために、斜め柱による縦方向の細かい
分節を行っている。また、斜め材が雨水を
下に流し、飛び出ている床を支え、植物が
伸びていく補助部となる。

4つの主要機能
①消防署 (1F~4F)
汐彩橋がある開けた方向から見やすい位
置にあり、交差点付近に配置することで
すぐ出動が可能となっている。赤い壁が
街へのランドマークとなる。
②船着場
長さ 50mとなっており、船が最大で 6
台（ウォータータクシーの大きさ7.41×2.64×2.48m）
停まれるようになっており、緊急時充電
できるように充電設備を配置している。
③備蓄倉庫
( 昼時の人口 )×3 日分以上の備蓄物資を
満たす面積を確保。ショップを併設する
ことで、備蓄物資が無駄にならないよう
に常に管理を行う。
④クリニック (2F)
医療物資の管理をするために製剤室と隣
接させる事で維持・管理を可能とする。
住居 (144戸 )
消防署とクリニック、港湾施設で働いて
いる人が数名駐在しており、緊急時対応
できるようになっている。

避難時の収容可能人数

備蓄倉庫面積
：防災備蓄倉庫 (207 ㎡ )
：備蓄倉庫 (513 ㎡ )
：食料倉庫 (60 ㎡ )
：薬品庫 (150 ㎡ )
：事務横倉庫 (60 ㎡ )
：990㎡ ( 不足分 960㎡を満たす量 )

4F
3F

2F

計

：ライブラリー・ギャラリー (416㎡ )
：ワークスペース (288 ㎡ )
：食堂 (480 ㎡ )
： 大屋根下空間 (928 ㎡ )
：2112 ㎡

4F

3F
1F
計
一時：1280人 (1.65 ㎡ / 人 )
長期：640人 (3.30 ㎡ / 人 )

図 5 災害時における風景

図 4 構成ダイアグラム
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を認識させ、公園のような場所となる他、イベントを
行ったり、防災訓練を行う場所となる。災害時には、
物資や人員が集まり、トリアージする場所となる。
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図 7　災害時における避難者用ブースの設置 ( 赤は災害時における変化 ) 図 9 日常時における 3F の様子

図 6 短手断面パース 1/400

X14 X13 X12 X11 X10 X9 X8

4F 平面図 1:500

3F 平面図 1:500 (3F は消防士が近くにいて、2Fのクリニックにすぐ行けるように高齢者や妊婦が使用する )

年齢別人口構成比
20-29 歳
1-19+30-64 歳
65-100 歳以上

4590人
37984 人
6735人

1-2 人用：②
3-4 人用：16.6
高齢者：③

1.8m以上の主要動線を残しつつ、ブースを配置

物資やゴミは
外に一時保管

2m( 基準 ) 3m( 基準 ) 4m( 基準 ) 5m( 基準 )

2m
(基
準
)

（参考文献：避難所モデルプラン　東京都建築士事務所協会 )
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図 8 災害時における 3F の様子


